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長引く経済状況の低迷から脱出し、東日本大震災復興関連や公共事業、民間建設工事

が増加しつつあります。一方、年々減り続けている建設業の就業者数に大きな変化はみ

られず、技能労働者の高齢化とともに建設現場の人手不足が深刻になっています。 

足立区では工事契約の落札率が平成１８年度以降９０％を割り込んでいましたが、

様々な見直しに取り組んだ結果、近年は約９０％まで回復してきました。平成２１年に

野田市で初めて、公契約に係る業務に従事する労働者に支払うべき賃金の最低基準を受

注者等に義務づける「公契約条例」が制定されてから、川崎市、相模原市、多摩市、国

分寺市、渋谷区、厚木市が同様の条例を制定しました。足立区においても、公契約制度

検討委員会での審議、事業者や労働者団体等へのアンケートを踏まえ、平成２５年足立

区議会第三回定例会で足立区公契約条例案が可決され、平成２６年４月１日から施行さ

れる運びとなりました。（平成２５年９月３０日公布） 

 

 

 

１ 条例制定の背景・経緯 
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この手引きにおける用語の定義は、以下のとおりです。 

 

１ 公契約 区が締結する工事、製造その他の請負の契約 

２ 受注者 区と公契約を締結する者 

３ 受注関係者 

①下請、再委託その他区以外の者から公契約に係る業務の一部につ

いて請け負う者 

②受注者又は①に規定する者へ労働者を派遣する者 

４ 労働者等 

①受注者又は受注関係者に雇用され、公契約等に係る業務に従事す

る労働基準法第９条に規定する労働者 

②労働派遣法の規定により公契約に係る業務に派遣される者 

③自らが提供する役務の対価を得るため、受注者又は受注関係者と

の請負の契約により公契約に係る業務に従事する者 

５ 賃金等 

①上記「労働者等」４－①又は４－②に該当する者がその雇用する

者から得る賃金 

②上記「労働者等」４－③に該当する者が当該請負契約により得る

収入 

６ 適用契約等 公契約条例の適用を受ける契約及び指定管理協定 

７ 適用労働者 
公契約条例の適用を受ける契約及び指定管理協定に係る業務に従事

し、公契約条例の規定が適用される労働者 

 

 

 

２ 用語の定義 
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３ 条例概要 

 

足立区公契約条例の主な内容は以下のとおりです。 

事項 主な内容 

（第１条） 

目的 

公契約に係る区の基本方針並びに区及び受注者が対等な立場

と信頼関係をもとに締結する公契約において果たすべき責務

を定めるとともに、公正、公平な入札・契約制度を確立し、安

全かつ良質な事務、事業の執行を確保することにより、地域経

済の活性化と区民福祉の向上に寄与することを目的とする。 

（第２条） 

定義 
条例に掲げる用語の定義 

（第３条） 

基本方針 

 

①公契約の適正な履行により事務、事業を円滑に執行し、良質

な区民サービスを確保すること。 

②労働者等の適正な労働条件の確保、安全な労働環境の整備を

図ること。 

③地域経済の活性化に寄与する事業者を適正に評価し、区内業

者の育成を図ること。 

④入札及び契約の過程並びに契約内容の透明性並びに公正、公

平な競争を確保すること。 

⑤談合その他の不正行為排除を徹底すること。 

（第４条） 

区の責務 

 

①地域経済の活性化のため、区内事業者が積極的に競争に参加

できる仕組みを作る。 

②工事成績評価制度により、公契約の安全性と優良な品質を確

保する。 

③公契約の発注に際し、労働者等の労働条件の確保、労働環境

の整備に留意するよう受注者に対し要請する。 

（第５条） 

受注者の責務 

 

受注者として社会的な責任を自覚し、法令等を遵守するととも

に、区が推進する施策に協力し、労働者等の労働条件の確保、

労働環境の整備に努める。 

（第６条） 

適用範囲 

 

①予定価格が１億８千万円以上の工事又は製造の請負契約 

②予定価格が９千万円以上の工事又は製造の請負以外の請負

の契約のうち施行規則で定めるもの 

（第７条） 

公契約に定める事項 

 

①労働者に対する労働報酬下限額以上の賃金等の支払 

②受注者と受注関係者との労働報酬下限額以上の賃金等支払

の連帯責任 

③労務台帳の作成、区長への報告 

④労働報酬下限額等の労働者等への周知 

⑤区の立入調査等 

⑥是正措置 

⑦違反時の措置等 

⑧契約解除による違約金の徴収 
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事項 主な内容 

（第８条） 

契約解除 

 

区は受注者が次の事項に該当する場合は契約を解除すること

ができる。 

①調査で求めた報告をしない、虚偽の報告をした場合 

②立入調査の拒否、質問に答弁しない、虚偽の答弁した場合 

③是正命令に対し、従わない、是正措置の報告をしない、虚偽

の報告をした場合 

（第９条） 

労働報酬下限額 

 

①公共工事設計労務単価や足立区臨時職員の賃金単価等を勘

案し、区長が定める。 

②区長は、労働報酬審議会の答申を踏まえ、労働報酬下限額を

定める。 

③労働報酬下限額を定めたときは告示する。 

（第１０条） 

労働者等の申出 

 

労働者等は、定められた賃金が支払われない場合は、区長又は

受注者若しくは受注関係者にその事実を申し出ることができ

る。 

（第１１条） 

不利益取扱いの禁止 
申出を理由とした解雇、請負契約の解除等を禁止する。 

（第１２条） 

足立区労働報酬審議会 

労働報酬下限額の調査・審議 

委員内訳：学識経験者２名、事業者２名、労働者２名 

（第１３条） 

報告及び立入調査 

区長は、申出があったときその他必要なときは調査を行うこと

ができる。 

①受注者に対して、必要な報告を求めること。 

②区の職員が事業所等へ立ち入り、書類等の閲覧、関係者への

質問を行うこと。 

（第１４条） 

是正措置 

 

区長は、調査の結果条例違反が認められるとき、受注者に是正

措置を命じる。 

受注者は、是正命令を受けた場合は、速やかに是正措置を講じ、

区長に報告しなければならない。 

（第１５条） 

公表 

契約解除したとき又は公契約終了後に条例違反が判明した場

合は、その旨を公表することができる。 

（第１６条） 

足立区公契約等審議会 

入札及び契約手続の運用状況、苦情申立て、公契約条例の運用

状況について調査・審議 

委員内訳：学識経験者３名 

（第１７条） 

指定管理者との協定 

指定管理者と締結する公の施設の管理に関する協定で、施行規

則で定めるものについて、この条例を適用する。 
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４ 適用範囲 

 

公契約条例の適用を受ける契約及び指定管理協定は次のとおりです。 

 

公契約等の種類 適用範囲 

工事又は製造の

請負の契約 
予定価格が１億８千万円以上の契約 

工事又は製造の

請負以外の請負

の契約 

予定価格が９千万円以上の次に掲げる契約 

①庁舎その他施設（指定管理者による管理を行わないものに限る。

以下同じ。）における設備又は機器の運転又は管理の業務に関す

る契約 

②庁舎その他施設における電話交換、受付及び案内の業務に関する 

契約 

③前項に掲げるもののほか、区長が適当と認めた契約 

※③に該当する契約は、別途告示します。 

指定管理協定 

平成２６年４月１日以後に指定管理者の公募を行う公の施設の管理で、

次に掲げるもの 

区立保育園 

都市農業公園、花畑公園桜花亭、元渕江公園・生物園 

生涯学習センター 

地域学習センター 

区立図書館 

地域体育館 

総合スポーツセンター 

東綾瀬公園温水プール 

竹の塚温水プール 

千住本町小学校温水プール 

文化芸術劇場 

西新井文化ホール 

こども未来創造館 
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＊  予定価格は、税込み（消費税及び地方消費税相当額）の金額です。 

＊  契約方法（一般競争入札、指名競争入札、随意契約）は関係ありません。 

＊  適用となる案件については、その旨を一般競争入札の公告、指名通知書、見積依頼書、

指定管理者の指定の申請に係る告知等に記載し、事業者に通知します。事業者は、公契

約条例が適用される案件であることを承知した上で参加することになります。 

＊  適用契約等を締結した受注者は、適用契約等に係る業務の一部を下請、再委託等によ

り受注関係者に請け負わせる場合には、公契約条例が適用される契約であり、受注関係

者にも規定が適用される旨を周知する必要があります。 

特に適用労働者に支払う賃金等が基準額を下回ってはならないこと、労務台帳を毎月

作成し受注者に提出することなどについて、受注関係者と取り交わす文書等に記載し、

このことについて十分な理解を得る必要があります。 
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（１）公契約条例の規定が適用される労働者等（以下、適用労働者）の範囲は次のとおり

です。 

 

＊ 適用労働者は、受注者に雇用される者だけでなく下請負者、再委託業者に雇用される者

を含みます。 

 

（２）次に掲げる者は公契約条例の規定が適用されません。 

 

５ 適用労働者の範囲 

・受注者又は受注関係者に雇用され、適用契約等に係る業務に従事する者 

・指定管理者に雇用され、指定管理者が管理する当該公の施設の管理に係る業務に従事 

 する者 

（正社員、日雇い労働者、パート、アルバイト、等） 

・労働者派遣法の規定により適用契約等に係る業務に派遣される者 

・労働者派遣法の規定により指定管理者が管理する当該公の施設の管理に係る業務に派遣

される者 

・自らが提供する役務の対価を得るため、受注者又は受注関係者との請負の契約により適

用契約等に係る業務に従事する者（いわゆる一人親方） 

・指定管理者が締結する当該公の施設の管理に係る平常的に行われる業務の委託に関する

契約に係る業務に従事する者。（「平常的に行われる業務」とは、「毎週１時間以上行われ

る業務」とする。） 

・同居の親族のみを使用する事業又は事務所に使用される者及び家事使用人 

・労働者ではない者（ボランティア、会社役員等） 

・最低賃金法第７条の規定により最低賃金の減額の特例を受ける者 

（ただし、使用者が都道府県労働局長の許可を受けている者に限る。） 

・適用契約等に係る業務に直接従事しない者（事務員、材料の製造に従事する者等） 

・適用契約等に従事した時間が１ヶ月あたり３０分未満の者 

・工事又は製造の請負の契約の場合における現場技術者 

（現場代理人、監理技術者、主任技術者） 

・指定管理者が管理する当該公の施設に係る工事請負契約のうち、発注者が当該指定管理

者又は当該指定管理者の再委託業者である工事に従事する者 
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労働報酬下限額とは、適用契約等において、受注者及び受注関係者が労働者等に対し

て支払わなければならない賃金等の下限となる額で、１時間当たりを単位として決定し

ます。 

労働報酬下限額は、足立区労働報酬審議会からの答申を踏まえ、区長が毎年定め、告

示します。 

  労働報酬下限額は、工事又は製造の請負契約については契約を締結した年度の労働報

酬下限額を適用します。このため、複数年度に継続する場合、締結の翌年度以降に労働

報酬下限額が改定された場合でもその適用は受けず、履行終了まで当初の労働報酬下限

額を適用します。 

ただし、工事又は製造の請負以外の請負契約（業務委託契約等）および指定管理者と

の協定に係る労働報酬下限額については平成２８年度以降に対象となる、複数年にわた

る契約等の場合、その年度ごとに定める最新の労働報酬下限額を適用します。 

また、平成２７年度以前に対象とした複数年にわたる契約等の場合、入札の公告また

は通知をした年度の労働報酬下限額が改正された最新の最低賃金を下回った場合、その

効力発生日以後の労働報酬下限額は、東京都の最低賃金とします。 

   

（１）平成２９年度労働報酬下限額の勘案基準 

 

※ 労働者等の合意の下、見習い、手元等の労働者と使用者が判断する者を言います。 

６ 労働報酬下限額 

公契約等の種類 労働者の区分 勘案基準 

工事又は製造の

請負の契約 

熟練労働者、一人親方 

平成２８年度公共工事設計労務単価の

９０％に基づき定める１時間当たりの

金額 

（Ｐ．３２ 資料９参照） 

熟練労働者以外の労働

者（※） 

平成２８年度公共工事設計労務単価の

（軽作業員）の９０％に基づき定める１

時間当たりの金額に、７０％を乗じて得

た額 

（１時間当たり １，１１９円） 

工事又は製造の

請負以外の請負

の契約 業務に従事する労働者 

平成２８年度足立区臨時職員単価（事務

補助Ａ）と同額 

（１時間当たり ９７０円） 

（Ｐ．３３ 資料 10 参照） 指定管理協定 
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公契約における労働報酬とは、受注者、受注関係者から労働者等に支払われる賃金等

をいいます。 

契約の種類及び労働者に応じて労働報酬に算定する手当等は次のとおりです。 

 

（１）労働報酬の範囲 

＜算定対象とする手当等＞ 

契約の種類及び労働者 手当等の例 

工
事
又
は
製
造
の
請
負
の
契
約 

労働基準法第９条に

規定する労働者であ

って熟練労働者 

基本給（定額給）、出来高給、労働基準法第３７条第１

項及び第４項に規定する割増賃金(時間外・休日・深夜

労働等に係る割増賃金)、家族手当、扶養手当、役職・

現場・資格手当等（当該適用労働者の本来業務に対して

支払われるもの）、有給休暇手当、精勤手当、実物給与

（通勤用定期・食事代）、賞与（ボーナス等） 
熟練労働者以外の労

働者 

請負契約における 

いわゆる一人親方 

 

公契約に係る作業に従事するために締結した請負契約

における請負代金として支払われるもの（消費税及び地

方消費税相当額を除く）。請負代金が、その業務に係る

作業の出来高に応じて支払われる場合は、その支払われ

る額 

工事又は製造の請負以外の

請負の契約における労働者 時間外・休日・深夜労働の割増賃金の算定の基礎となる

賃金及び時間外・休日・深夜労働の割増賃金のうち当該

適用契約等において従事した作業に係る部分 指定管理協定 

 

 

７ 労働報酬の定義と算定方法 
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＜算定対象から除く手当等＞ 

契約の種類及び労働者 手当等の例 

工
事
又
は
製
造
の
請
負
の
契
約 

労働基準法第９条に

規定する労働者であ

って熟練労働者 

各職種の通常の作業条件・内容を超えた特殊な労働に対

する手当、使用者の責に帰するべき事由により労働者を

休業させたことに対する休業手当。労働者持ちの工具、

車両の損料等賃金ではなく経費の負担にあたる手当。 熟練労働者以外の労

働者 

請負契約における 

いわゆる一人親方 
調達した資材や持ち込んだ機械等に係る経費 

工事又は製造の請負以外の

請負の契約における労働者 
家族手当、通勤手当、別居手当、子女教育手当、住宅手

当、臨時に支払われた賃金、１ヶ月を超える期間ごとに

支払われる賃金 指定管理協定 

 

＊ 工事又は製造の請負の契約における熟練労働者及び熟練労働者以外の者の各手当

等の詳細は、公共事業労務費調査連絡協議会の「公共事業労務費調査の手引き」に

ある手当の基準内・外の区分に準じています。 

＊ 工事又は製造の請負以外の請負契約（業務委託）及び指定管理協定における労働者

等の各手当等の詳細は、労働基準法第３７条、労働基準法施行規則第２０条及び２

１条に準じています。 

＊ 労働報酬は、税金や社会保険料等を控除する前のものであって、実際に手元に支払

われる、いわゆる手取り賃金とは異なります。 

＊ 上記における手当等の名称は、法令で用いられる名称、一般的に用いられている名

称であり、手当等の算定については、名称のみではなく支給基準や支給実態によっ

て判断してください。 

 

 

（２）労働報酬の算定方法 

適用労働者が１ヶ月の中で、適用契約等に係る業務とその他の業務に従事した場合、

適用契約等に係る業務に対して支払われた手当以外の労働報酬については、それぞれ

の業務に従事した労働時間の割合に応じて按分します。 

また、工事又は製造の請負の契約の適用労働者に支払われる手当等のうち、通勤手

当や賞与等のように、複数月分がまとめて支払われるものについては、直近に支払わ

れた額を１ヶ月当たりに換算したものを使用します。 
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【労働報酬の算出例】 

 

＜工事請負契約における月払い賃金の場合＞ 

Ａ工事…公契約条例の適用となる工事 

Ｂ工事…その他の工事 

 

労働時間の例 

労働区分 所定時間内労働 所定時間外労働 

Ａ工事従事時間 ①120：00 ③15：00 

Ｂ工事従事時間  32：30   5：00 

有給休暇  7：30  

合計 ②160：00 ④20：00 

賃金の例 

賃金区分 支給額 備考 

基本給 350,000 月額支給 

家族手当 20,000 月額支給 

時間外割増賃金 50,000  

Ａ工事個別手当 20,000 適用契約に従事した際の現場手当 

Ｂ工事個別手当 なし  

実物給与 

（通勤手当） 

30,000 年間２回６ヶ月分を支給 

臨時の給与（賞与） 180,000 年間２回６ヶ月毎に支給 

 

労働報酬の算定 

賃金区分 
1 ヵ月分の 

支給額 
労働報酬 計算方法 

基本給    350,000 262,500 350,000×①120h÷②160h 

家族手当    20,000 15,000 20,000×①120h÷②160h 

時間外割増賃金    50,000 37,500 50,000×③15h÷④20h 

Ａ工事個別手当    20,000 20,000 適用契約に係る業務に対する支給

であるため全額が対象 

実物給与（通勤手当） (※1) 5,000 3,750 30,000÷6 ヶ月×①120h÷②160h 

臨時の給与（賞与） (※2)30,000 22,500 180,000÷6 ヶ月×①120h÷②160h 

合計  361,250  

(※1)１ヶ月分の通勤手当の計算 30,000÷6 ヶ月＝5,000 

(※2)１ヶ月分の賞与の計算  180,000÷6 ヶ月＝30,000 

 

Ａ工事の労働報酬＝３６１，２５０円 
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適用契約等においては、算定対象の賃金等が基準額以上でなければなりません。基準

額とは、職種ごとに定められた労働報酬下限額に算定労働時間数を乗じた額です。 

 

（１）算定労働時間数 

時間外労働、休日労働又は深夜労働を行わせた場合は、その労働時間数に算定割合

を乗じます。各労働時間に乗じる算定割合は次のとおりです。 

 

※ 上表②、③、④については、労働基準法第３７条第１項及び第４項に賃金の割増が

定められています。このため基準額算定においては時間数を割増すことで割増率を

反映します。 

※ ④の深夜労働時間数については、②又は③の内数となります。 

※ 時間数に１時間未満の端数が生じたときは、その端数が３０分以上のときは１時間

とし、３０分未満のときは切り捨てます。 

※ 有給休暇を取得した場合は、その時間も含みます。 

 

（２）労働報酬と基準額の比較 

「７ 労働報酬の定義と算定方法（２）労働報酬の算定方法」で示したＡ工事にお

ける労働報酬の算出例を元に比較します。 

 

８ 賃金等の基準額 

区分 算定割合 内容 

①所定時間内労働時間数 100％ 所定時間内の労働時間 

②所定時間外労働時間数 125％ 
所定労働日において、１日に８時間を越え

て従事した労働時間数 

③休日労働時間数 135％ 休日において従事した労働時間数 

④深夜労働時間数 25％ 
午後１０時から午前５時までの間に従事

した労働時間数 

労働報酬下限額：2,555 円（職種：特殊作業員）とした場合の基準額 

公契約条例の適用となるＡ工事における工事従事時間 

所定時間内労働：120 時間 

所定時間外労働： 15 時間 （算定割合 125％） 

120 時間×100％＋15 時間×125％＝120 時間＋19時間＝139 時間 

（※小数点以下（1時間未満）四捨五入となります。） 

基準額 

2,555 円×139 時間＝355,145 円 

 

労働報酬：３６１，２５０円 ≧ 基準額：３５５，１４５円 

※このように労働報酬が基準額以上であれば問題ありません。 
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足立区公契約条例適用工事　労務台帳

～ ～

報告始期 報告終期 提出期限 ～

労 働 報 酬
下 限 額

すべての労働に係る

労 働 時 間 数

算 定
労 働 時 間

下 限 総 額
( 基 準 額 )

所 定 時 間 内 所定時間内 所定時間外 休 日 深 夜

a b c d e f g h=a×g

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

※ g=c＋d×1.25＋e×1.35＋f×0.25

下 請 負 者 所 在 地

下 請 負 者 氏 名 又 は 名 称

下 請 負 者 請 負 内 容 （ 工 種 ）

下 請 負 者 請 負 期 間

契 約 番 号

工 期

工 事 件 名

作 成 年 月 日

労働報酬の支払われるべき日

労 働 報 酬 支 払 対 象 期 間

No 労働者氏名 職種

電 話 番 号

担 当 部 署 及び 担当 者名

受 注 者 氏 名 又 は 名 称

適用契約に係る業務に従事した時間数

第 ２ 回 （ 完 了 ） 提 出

下 請 負 者 担 当 者 名

下 請 負 者 電 話 番 号

第 １ 回 （ 中 間 ） 提 出

労 働 報 酬 下 限 額 確 認

 

適用契約等においては、受注者に労務台帳の作成、提出が義務付けられています。受

注者等が毎月作成した労務台帳を、決められた期日までに提出しなければなりません。

提出された労務台帳は、区が内容を確認し、保管します。労働者等からの申し出があっ

た場合は、労務台帳に基づき当該労働者等の賃金が、基準額を下回っていないかを確認

します。 

台帳の作成は、労働報酬の支払われるべき日ごと、また、事業者ごとに作成すること

になりますので、受注者はその責任において、受注関係者等の台帳についても整備して

ください。 

 

（１）労務台帳の作成方法 

 

 

 

① 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

上記の労務台帳をご利用ください。様式は区のホームページに掲載しています。 

①必要事項を入力します。 

②労働者氏名を入力します。 

（記入の承認が得られない場合、アルファベット等で代用可） 

③職種を選択します。 

④職種の選択により自動表示されます。 

⑤１ヶ月における、１日８時間を限度とする所定労働時間内の総労働時間を入力しま

す。（所定労働時間内の適用契約分と所定労働時間内の適用契約分以外すべての合計

９ 労務台帳の作成・提出 

② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ 
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支給額 按分後の額 支給額 按分後の額 支給額 按分後の額

#DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!
#DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!
#DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!
#DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!
#DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!
#DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!
#DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!
#DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!
#DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!
#DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!
#DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!
#DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!
#DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!
#DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!
#DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!
#DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!
#DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!
#DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!
#DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!
#DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

※　按分は所定時間内の時間数による按分ですので、ｃ／ｂの割合となります。

※以下に当月の支給総額、実物給与の当月分、臨時の給与の当月分、それぞれの支給額を入力すると下限額クリアのチェックができます。

実物給与 臨時の給与 時間外割増
賃金

労働時間による按分が必要なもの
労働時間による按分が必要

でないもの
判定

労働報酬額個別手当
個別手当とならないもの

労働時間数となります。） 

⑥１日８時間を限度とする適用契約の所定労働時間数の合計を入力します。 

⑦所定労働日において、１日８時間を超えて従事した労働時間の合計を入力します。 

⑧休日において従事した労働時間数を入力します。 

⑨⑦及び⑧で入力した労働時間数のうち、午後１０時から午前５時までの間に従事し

た労働時間数を入力します。 

⑩算定労働時間が自動計上されます。 

⑪下限総額（基準額）が自動計算されます。（④労働報酬下限額×⑩算定労働時間） 

 

 

※以下については、労働者等の労働報酬が基準額を下回っていないかの確認が必要な

場合に活用していただくために作成した項目です。提出の必要はありません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑫下限総額（基準額）(⑪)と労働報酬額(⑱)を比較した結果が○×で表示されます。 

⑬基本給などの従事時間に総額として支給されるもので、⑰の個別手当とならないも

のを入力します。 

⑭食事の支給等の実物給与については、従事期間分を入力します。 

⑮賞与等の臨時の給与については、既に支給されている従事期間分を入力します。 

例）ボーナスを１８万円支給されている場合、６ヶ月で割り、当月分として３万円

分を入力します。 

⑯時間外割増賃金については、適用契約分のみを入力します。 

⑰適用契約分として把握できる手当については、個別手当として、適用契約分のみを

入力します。 

⑱労働報酬額が自動計算されます。 

⑫ ② ⑬ ⑭ ⑯ ⑮ ⑱ ⑰ 
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（２）労務台帳の提出 

①工事又は製造の請負の契約 

作成した労務台帳は、契約締結後指定された期日までに提出してください。 

提出時期は以下のとおりです。 

回数 提出時期 提出する台帳 

第１回 
履行期限の中間日が属する月まで分について、履行期限の

中間日が属する月の翌々月の１０日までに提出 
第１回分の台帳 

第２回 履行期限到来月の翌々月の１０日までに提出 
第１回分提出後

のすべての台帳 

＊ 第２回目以降は、前回までに提出した労務台帳を再提出する必要はありません。 

＊ 工期変更などの状況により、提出時期を変更する場合があります。また、労働者 

等からの申し出により、別途提出を求める場合があります。 

②工事又は製造の請負以外の請負の契約及び指定管理協定 

工事又は製造の請負以外の請負の契約（業務委託）及び指定管理協定は、一年度に

つき２回の提出とします。 

回数 提出対象月 提出期日 提出する台帳 

第１回 ４月分から９月分 １１月１０日 第１回分の台帳 

第２回 １０月分から翌年３月分 翌年５月１０日 第２回分の台帳 

 

（３）労務台帳の提出方法 

 

公契約の種類 提出方法 提出先 

工事又は製造の

請負の契約 

作成した労務台帳は、①フラットフ

ァイルに②指定の労務台帳表紙、③

施工体系図を添付し、④労務台帳を

月ごとに、受注者、下請負者等の順

に綴じて提出してください。 
足立区総務部契約課 

足立区役所南館１１階 

工事又は製造の

請負以外の請負

の契約 

作成した労務台帳は、①フラットフ

ァイルに②指定の労務台帳表紙を

添付し、③労務台帳を月ごとに綴じ

て提出してください。 

指定管理協定 
指定管理協定を締結する担当課の

指示に従って提出してください。 

指定管理協定を締結する 

担当課 
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受注者は労働者等に次に掲げる事項を周知しなければなりません。作業所等の見やす

い場所に掲示するか、労働者等に書面で交付します。 

 

＜労働者等に周知する事項＞ 

（１）この条例が適用される労働者等の範囲 

（２）労働報酬下限額 

（３）申し出をする場合の連絡先 

（４）申し出をしたことを理由に、解雇、請負契約の解除その他不利益な取扱いを受け

ないこと。 

 

＊ 資料編の「労働者向け周知様式例」を参考に、ポスターやチラシ等 

を作成し、作業所等の見やすい場所にポスター等を掲示する、又はチラシ等を労

働者等すべてに配布するなど、周知を徹底してください。 

＊ 労働報酬下限額は足立区ホームページにも一覧表を掲載しています。 

 

１０ 労働者等への周知 
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適用労働者は、労働報酬が支払われない場合や労働報酬が基準額を下回る場合は、受

注者又は区にその事実を申し出ることができます。 

 

（１）適用労働者は適用契約等に係る業務に従事した時間、その他の業務に従事した時

間、労働報酬の内訳を把握・管理し、労働報酬が基準額を下回っていないか確認

してください。 

 

（２）労働報酬が基準額を下回る場合、適用労働者は、申出書に必要事項を記入し、受

注者または区へ提出してください。 

 

（３）受注者は、適用労働者から問い合わせや申出があった場合、誠実に対応し基準額

を下回っていたことが確認できた場合は、速やかに不足分の支払いを行ってくだ

さい。また、申出があった場合には、当該労働者に調査結果を回答するとともに、

区へ報告書を提出してください。 

 

（４）受注者は、適用労働者が申出をしたことを理由に、解雇、請負契約の解除その他

不利益な取扱いをしてはなりません。 

１１ 労働者等からの申出 
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労働者等から区に申し出があった場合又は調査が必要と認める場合、区は、受注者に

対して報告を求め、又は事業所等への立入り、書類やその他の物件の検査、関係者への

質問等、必要な調査を行います。受注者はこれらの調査に応じなければなりません。 

 

＊立入調査をする職員は身分証明書を携帯し、関係者から請求があった場合はこれを提

示します。 

 

 

１３ 是正措置 

 

報告又は立入調査の結果、受注者等に違反があれば、区は受注者に是正措置を命じ、

受注者は速やかに是正措置を講じるとともに、区が定める期日までに是正措置の内容を

報告しなければなりません。 

 

 

１４ 契約解除、指定管理協定の取消し及び業務の停止 

 

区は次のいずれかに該当するときは、適用契約を契約解除し、または指定管理協定の

取消し及び業務の停止を行います。契約解除した場合、足立区競争入札参加有資格者指

名停止措置要綱に基づき、指名停止措置を行います。 

 

・労働者等からの申出について、受注者から報告がされないとき 

・労働者等からの申出について、受注者からの報告が虚偽であったとき 

・受注者等が調査を拒んだとき 

・受注者等が調査に非協力的であったとき（妨害、忌避、質問に対して答弁せず虚偽

の答弁をした） 

・受注者が是正措置の命令に従わないとき 

・受注者からの是正報告がされないとき 

・受注者からの是正報告が虚偽であったとき 

 

 

１２ 報告及び立入調査 
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受注者、受注関係者又は指定管理者は、適用契約等の解除、指定の取消、業務の停止

を受けたことによる損害が生じても、区はその損害を賠償する責任を負いません。また、

区は解除に伴う違約金を徴収することができます。 

 

 

 

適用契約等の解除、指定の取消、業務の停止を命令したとき、または適用契約等の終

了後に受注者や受注関係者が公契約条例に基づく契約条項に違反が判明したときは、以

下の事項を遅滞なく公表します。 

 

（１）公表する事項 

・適用契約等の件名 

・適用契約等の締結日 

・当該違反をした受注者又は受注関係者の氏名及び所在地 

（法人その他の団体にあっては名称及び代表者の氏名並びに事務所の所在地） 

・適用契約等を解除した場合、その解除日及び理由 

・適用契約等の履行終了後に条例の規定に違反したことが判明した場合、その違反

の内容及びそれに対する措置 

・区長が必要と認める事項 

 

（２）公表の方法 

足立区ホームページに掲載します。 

 

 

１６ 公表 

１５ 違約金 
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（資料１）公契約条例の適用となる案件の流れ 

足立区 受注者等 労働者等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

受注者からの申出対応報告の

結果、必要があれば調査する 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜基準額を下回る場合＞ 

A．受注者等に申出 

 
申出の確認、対応方法の検討 

申出者へ回答 

区へ報告 

告示 

労務の提供 

労働者へ条例内容を周知 

業務の履行 

賃金の支払 

労務台帳の作成・提出 

足立区労働報酬審議会の答申 

公契約条例適用契約であることを明示

して公告・指名、入札執行 

契約締結 

契約書又は基本協定書に基準額以上の

賃金を支払うことが明記された特約条

項を添付。 

労働報酬下限額を定める 

申出 

労務台帳の確認・保管 

報告内容の確認 

賃金の確認 

誠実に対応 不足賃金の支払 

不利益な取扱い禁止 
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足立区 受注者等 労働者等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※＜条例第８条に該当＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

不誠実な対応があっ

た場合は契約解除す

る（※） 

 

 

 

 

 

 

不誠実な対応があっ

た場合は契約解除す

る（※） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

B．区に申出 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

申出 申出の確認、対応方法の検討 

調査の対応 

報告・資料提出 

立入調査 

調査の実施 

調査結果の確認 

違反の判明 

是正措置命令 

調査結果の報告 

是正措置 

是正措置と区へ報告 

是正内容の報告確認 

調査終了 

是正結果の報告 

契約解除 違約金 

公表 

是正されなかった結果・ 

その後の措置の報告 

不足賃金の支払 
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（資料２）公契約条例適用工事労務台帳 
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（資料３）公契約条例適用委託労務台帳 
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（資料４）公契約条例適用指定管理協定労務台帳 
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（資料５）公契約条例適用工事労務台帳表紙 

 

足立区公契約条例適用工事 労務台帳 （※） 
 

工事件名  

契約番号  

報告回数 第  回 

報告期間 平成  年  月分 ～ 平成  年  月分 
 

別紙の労務台帳に記載のある労働者等に支払った賃金等は、下限

総額（基準額）を超えていることを確認しております。 
 

 

（提出先）足立区長 

 

平成  年  月  日 

 

     住 所 

受注者  名 称 

     代表者       印 

 

 

 

 

 

 

※ 表紙は工事用のほか、委託用と指定管理協定用があります。 
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（資料６）労働者向け周知様式例（工事請負契約用） 

足立区公契約条例に関するお知らせ（工事請負契約） 

件  名  

履行場所  

履行期限 平成  年  月  日 から 平成  年  月  日 

 
この業務は、足立区が定める基準額以上の労働報酬を適用労働者に支払うこと等が規定

されています。 
 

○足立区公契約条例の適用労働者の範囲 

適用労働者 

 正社員・日雇い労働者・パート・アルバイト等雇用形態を問わず、当

該業務に従事する者（労働基準法第９条に規定する労働者） 

 労働者派遣法の規定により当該業務に派遣される者 

 請負契約により当該業務に従事する者（一人親方） 

適用を受け 

ない労働者 

 同居の親族のみを使用する事業又は事務所に使用される者及び家事使

用人 

 労働者ではない者（ボランティア、会社役員等） 

 最低賃金法第７条の規定により最低賃金の減額の特例を受ける者 

（ただし、使用者が都道府県労働局長の許可を受けている者に限る。） 

 公契約に係る業務に直接従事しない者（事務員、材料の製造に従事す

る者等） 

 公契約に従事した時間が３０分未満の者 

 工事又は製造の請負の契約の場合における現場技術者（現場代理人、

監理技術者、主任技術者） 

 
○労働報酬下限額 

この工事に従事する労働者等は、足立区が定める１時間当たりの賃金（労働報酬下限

額）から算出する基準額以上の労働報酬を受け取ることができます。 
 
 

 
〇申出をする場合の申出先 

適用労働者は、基準額以上の労働報酬を受け取っていない場合は、その旨を受注者又

は区に文書で申出することができます。 
申出先 申出書提出先 連絡先 

受注者 
   

発注者 足立区総務部契約課 
〒120-8510 
足立区中央本町一丁目 17 番 1 号 03-3880-5832 

 
※ 上記の申し出をしたことを理由として、解雇、請負契約の解除その他不利益な取扱い

は受けません。 

労働報酬下限額 別表のとおり 
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（資料７）労働者向け周知様式例（業務委託契約、指定管理協定用） 

足立区公契約条例に関するお知らせ（業務委託契約・指定管理協定） 

件  名  

履行場所  

履行期限 平成  年  月  日 から 平成  年  月  日 

 
この業務は、足立区が定める基準額以上の労働報酬を適用労働者に支払うこと等が規定

されています。 
 

○足立区公契約条例の適用労働者の範囲 

適用労働者 

 正社員・日雇い労働者・パート・アルバイト等雇用形態を問わず、当

該業務に従事する者（労働基準法第９条に規定する労働者） 

 労働者派遣法の規定により当該業務に派遣される者 

適用を受け 

ない労働者 

 同居の親族のみを使用する事業又は事務所に使用される者及び家事使

用人 

 労働者ではない者（ボランティア、会社役員等） 

 最低賃金法第７条の規定により最低賃金の減額の特例を受ける者 

（ただし、使用者が都道府県労働局長の許可を受けている者に限る。） 

 公契約に従事した時間が３０分未満の者 

 
○労働報酬下限額 

この業務に従事する労働者等は、足立区が定める１時間当たりの賃金（労働報酬下限

額）から算出する基準額以上の労働報酬を受け取ることができます。 
 
 
 

 
〇申出をする場合の申出先 

適用労働者は、基準額以上の労働報酬を受け取っていない場合は、その旨を受注者又

は区に文書で申出することができます。 
申出先 申出書提出先 連絡先 

受注者 
   

発注者 足立区総務部契約課 
〒120-8510 
足立区中央本町一丁目 17 番 1 号 03-3880-5832 

 
※ 上記の申出をしたことを理由として、解雇、請負契約の解除その他不利益な取扱いは

受けません。 
 

労働報酬下限額 ９７０ 円 
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（資料８）労働報酬に係る申出書 

 

平成  年  月  日 
 

労働報酬に係る申出書 
 

 様 

 
 
 

申出者 住所  

氏名  ㊞ 

 
 
 

私に支払われた次の労働報酬について、基準額を下回っているため、申し出ます。 
 
 

件 名  

支 払 者  

支 払 日 平成  年  月  日 

労働報酬額           円 
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（資料９） 工事又は製造の請負の契約に係る平成２９年度労働報酬下限額一覧 

 

１                 

NO. 職  種 
１時間当た

りの下限額 

８時間当た

りの下限額 
NO. 職  種 

１時間当た

りの下限額 

８時間当た

りの下限額 

01 特殊作業員 2,555 20,440 27 普通船員 2,420 19,360 

02 普通作業員 2,228 17,824 28 潜水士 4,298 34,384 

03 軽作業員 1,598 12,784 29 潜水連絡員 2,960 23,680 

04 造園工 2,240 17,920 30 潜水送気員 2,937 23,496 

05 法面工 2,847 22,776 31 山林砂防工 2,835 22,680 

06 とび工 2,870 22,960 32 軌道工 4,737 37,896 

07 石工 2,745 21,960 33 型わく工 2,735 21,880 

08 ブロック工 2,532 20,256 34 大工 2,690 21,520 

09 電工 2,622 20,976 35 左官 2,903 23,224 

10 鉄筋工 2,892 23,136 36 配管工 2,307 18,456 

11 鉄骨工 2,700 21,600 37 はつり工 2,633 21,064 

12 塗装工 2,960 23,680 38 防水工 3,140 25,120 

13 溶接工 3,173 25,384 39 板金工 2,915 23,320 

14 運転手（特殊） 2,510 20,080 40 タイル工 2,385 19,080 

15 運転手（一般） 2,082 16,656 41 サッシ工 2,690 21,520 

16 潜かん工 3,150 25,200 42 屋根ふき工 1,736 13,888 

17 潜かん世話役 3,725 29,800 43 内装工 2,903 23,224 

18 さく岩工 2,982 23,856 44 ガラス工 2,610 20,880 

19 トンネル特殊工 2,937 23,496 45 建具工 2,555 20,440 

20 トンネル作業員 2,555 20,440 46 ダクト工 2,285 18,280 

21 トンネル世話役 3,365 26,920 47 保温工 2,318 18,544 

22 橋りょう特殊工 3,150 25,200 48 建築ブロック工 2,465 19,720 

23 橋りょう塗装工 3,275 26,200 49 設備機械工 2,352 18,816 

24 橋りょう世話役 3,600 28,800 50 交通誘導員Ａ 1,530 12,240 

25 土木一般世話役 2,588 20,704 51 交通誘導員Ｂ 1,317 10,536 

26 高級船員 3,072 24,576     

 
 

 

 

 

１ 熟練労働者、一人親方 (単位：円） 

２ その他、熟練労働者以外のもの（№1から№51 までの職種全て） 
(1) 労働報酬下限額 1,119 円(１時間当たり） 

(2) 労働報酬下限額 8,952 円(８時間当たり) 
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(資料10) 工事又は製造の請負以外の契約および指定管理者に係る労働報酬下限額一覧 

 

契約締結年度  労働報酬下限額 
備  考  

当初適用額  H29 適用額  

平成２６年度  ９１０円 ９３２円 

当 該 年 度 に

お け る 下 限 額

が、東京都最低

賃 金 を 下 回 っ

た場合、その効

力 発 生 日 か ら

東 京 都 最 低 賃

金とします。  

平成２７年度  ９３０円 ９３２円 

平成２８年度  ９５０円 ９７０円 

年 度 ご と の

最 新 の 労 働 報

酬 下 限 額 を 適

用します。  

平成２９年度  ９７０円 ９７０円 
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足立区公契約条例 

 

目次 

 第１章 総則（第１条―第５条） 

 第２章 公契約に定める事項等（第６条―第８条） 

 第３章 公契約に従事する労働者等の労働条件の確保等（第９条―第１２条） 

 第４章 公契約の適正な履行の確保（第１３条―第１５条） 

 第５章 公契約等審議会（第１６条） 

 第６章 補則（第１７条・第１８条） 

 付則 

   第１章 総則 

 （目的） 

第１条 この条例は、公契約に係る区の基本方針並びに区及び公契約の相手方となる者が

対等な立場と信頼関係をもとに締結する公契約において果たすべき責務を定めるととも

に、公正、公平な入札・契約制度を確立し、安全かつ良質な事務、事業の執行を確保す

ることにより、もって地域経済の活性化と区民福祉の向上に寄与することを目的とする。 

 （定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところに

よる。 

 （１） 公契約 区が発注する工事、製造その他の請負の契約をいう。 

 （２） 受注者 公契約を区と締結する者をいう。 

 （３） 受注関係者 次に掲げる者をいう。 

    ア 下請、再委託その他いかなる名義によるかを問わず、受注者その他区以外の

者から公契約に係る業務の一部を請け負う者 

    イ 労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の保護等に関する法律

（昭和６０年法律第８８号）に基づき受注者又はアに規定する者へ公契約に係

る業務に従事する労働者を派遣する者 

 （４） 労働者等 次に掲げる者をいう。 

    ア 受注者又は受注関係者に雇用され、専ら当該公契約に係る業務に従事する労

働基準法（昭和２２年法律第４９号）第９条に規定する労働者（同居の親族の

みを使用する事業又は事務所に使用される者及び家事使用人を除く。） 

    イ 自らが提供する労務の対価を得るため、受注者又は前号アに規定する者との

請負の契約により公契約に係る業務に従事する者 

 （５） 賃金等 公契約に係る労務の対価で、次に掲げるものをいう。 

    ア 前号アに該当する者がその雇用する者から得る賃金 

    イ 前号イに該当する者が当該請負契約により得る収入 

 （基本方針） 

第３条 区は、公契約における法令遵守を徹底させるとともに、次に掲げる事項を公契約



42 
 

の実施に係る基本方針とする。 

 （１） 公契約の適正な履行により事務、事業を円滑に執行し、良質な区民サービスを

確保すること。 

 （２） 労働者等の適正な労働条件の確保、安全な労働環境の整備を図ること。 

 （３） 地域経済の活性化に寄与する事業者を適正に評価し、区内業者の育成を図るこ

と。 

 （４） 入札及び契約の過程並びに契約内容の透明性並びに公正、公平な競争を確保す

ること。 

 （５） 談合その他の不正行為の排除を徹底すること。 

 （区の責務） 

第４条 区は、前条に定める基本方針（以下「基本方針」という。）にのっとり、公契約

に係る総合的な施策を講じなければならない。 

２ 区は、基本方針にのっとり、地域経済の活性化のため、区内事業者が積極的に競争に

参加できる仕組みを作らなければならない。 

３ 区は、別に定める工事成績評価制度により、公契約の安全性と優良な品質を確保しな

ければならない。 

４ 区は、公契約の発注に際し、労働者等の労働条件の確保、労働環境整備に留意するよ

う、契約の相手方となる者に対し要請しなければならない。 

 （受注者の責務） 

第５条 受注者は、公契約を受注するものとして社会的な責任を自覚し、法令等を遵守す

るとともに、前条第１項に規定する区の施策に協力するよう努めなければならない。 

２ 受注者は、労働者等の適正な労働条件の確保、労働環境の整備に努めなければならな

い。 

   第２章 公契約に定める事項等 

 （適用範囲） 

第６条 この条例が適用される公契約の範囲は、次に掲げるものとする。 

 （１） 予定価格が１億８千万円以上の工事又は製造の請負の契約 

 （２） 予定価格が９千万円以上の工事又は製造の請負以外の請負の契約のうち、区長

が別に定めるもの 

 （公契約に定める事項） 

第７条 区は、公契約においては、次に掲げる事項を定めるものとし、受注者及び受注関

係者は、当該事項を遵守しなければならない。 

 （１） 受注者及び受注関係者は、公契約に係る業務に従事する労働者等に対し、第９

条第１項の規定により区長が定める労働報酬下限額以上の賃金等を支払わなけれ

ばならないこと。 

 （２） 受注者は、受注関係者が労働者等に対して支払った賃金等が労働報酬下限額を

下回ったときは、当該賃金等と労働報酬下限額との差額に相当する額を当該受注

関係者と連帯して支払わなければならないこと。 
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 （３） 受注者は、公契約に係る業務に従事する労働者等の氏名、職種、従事した時間

その他規則で定める事項を記載した台帳を作成し、当該記載事項について、区長

が指定する期日までに報告しなければならないこと。 

 （４） 受注者は、次に掲げる事項を公契約に係る業務が実施される作業場の見やすい

場所に掲示し、若しくは備え付け、又は書面を交付することにより労働者等に周

知しなければならないこと。 

    ア この条例の適用を受ける労働者等の範囲 

    イ 第９条第１項の規定により区長が定める労働報酬下限額 

    ウ 第１０条の規定による申出をする場合の申出先 

 （５） 受注者は、第１３条第１項の規定による報告の求め又は立入調査に応じなけれ

ばならないこと。 

 （６） 受注者は、第１４条第１項に規定する是正措置を講ずるよう求められた場合に

は、速やかに是正の措置を講じ、当該措置について、区長が定める期日までに、

区長に報告すること。 

 （７） 受注者が次条各号の規定に該当するときは、区は、公契約を解除することがで

きること。 

 （８） 前号の規定による公契約の解除により受注者に損害が生じても、区は、その損

害を賠償する責任を負わないこと。 

 （９） 受注者がこの条例の規定に違反し、公契約を解除したときは、違約金を徴収す

ることができること。 

 （契約解除） 

第８条 区は、受注者が次の各号のいずれかに該当するときは、公契約を解除することが

できる。 

 （１） 第１３条第１項の規定による報告をせず、若しくは虚偽の報告をし、又は同条

第１項の規定による調査を拒み、妨げ、若しくは忌避し、若しくは質問に対して

答弁せず、若しくは虚偽の答弁をしたとき。 

 （２） 第１４条第１項の規定による命令に従わないとき。 

 （３） 第１４条第２項の規定による報告をせず、又は虚偽の報告をしたとき。 

   第３章 公契約に従事する労働者等の労働条件の確保等 

 （労働報酬下限額） 

第９条 区長は、最低賃金法（昭和３４年法律第１３７号）に定める賃金のほか、次の各

号に掲げる契約の種類ごとに当該各号に定める額その他の事情を勘案して、公契約に適

用する労働報酬下限額を定めるものとする。 

 （１） 工事又は製造の請負の契約 区が工事費の積算に用いる公共工事設計労務単価 

 （２） 工事又は製造の請負以外の請負の契約 国土交通省が国の建築保全業務を委託

する際の費用の積算に用いるため毎年度決定する建築保全業務労務単価、生活保

護法（昭和２５年法律第１４４号）第８条第１項に規定する厚生労働大臣の定め

る基準において区に適用される額その他の公的機関が定める基準及び区に勤務す
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る臨時職員の賃金単価等 

２ 区長は、労働報酬下限額を定めようとするときは、第１２条に規定する足立区労働報

酬審議会の意見を聴かなければならない。 

３ 区長は、労働報酬下限額を定めた場合は、これを告示する。 

 （労働者等の申出） 

第１０条 労働者等は、賃金等が支払われるべき日において、支払われるべき当該賃金等

が支払われていない場合又は支払われた当該賃金等の額が前条の規定による労働報酬下

限額を下回る場合は、区長又は受注者若しくは受注関係者にその事実を申し出ることが

できる。 

 （不利益取扱いの禁止） 

第１１条 受注者及び受注関係者は、前条の規定による申出があった場合は、誠実に対応

するとともに、当該労働者等が当該申出をしたことを理由に、解雇、請負契約の解除そ

の他不利益な取扱いをしてはならない。 

 （労働報酬審議会） 

第１２条 労働報酬下限額について調査、審議するため、区長の附属機関として足立区労

働報酬審議会（以下「労働報酬審議会」という。）を設置する。 

２ 労働報酬審議会は、委員６人以内をもって組織する。 

３ 委員は、事業者、労働者及び学識経験を有するもののうちから、区長が委嘱する。 

４ 委員の任期は、２年とし、再任を妨げない。ただし、委員が欠けた場合における後任

委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

５ 前各項に定めるもののほか、労働報酬審議会の組織及び運営に関し必要な事項は、規

則で定める。 

   第４章 公契約の適正な履行の確保 

 （報告及び立入調査） 

第１３条 区長は、第１０条の規定による申出があったとき、又はこの条例に定める事項

の遵守状況を確認するため必要があると認めるときは、受注者に対して報告を求め、又

は区の職員に受注者の事業所等へ立ち入り、労働者等の労働条件が分かる書類その他の

物件を調査させ、若しくは関係者に質問させることができる。 

２ 前項の規定により立入調査する職員は、その身分を示す証明書を携帯し、関係者の請

求があったときは、これを提示しなければならない。 

 （是正措置） 

第１４条 区長は、前条第１項の報告及び立入調査の結果、受注者及び受注関係者がこの

条例の規定に違反していると認めるときは、受注者に対して速やかに当該違反を是正す

るために必要な措置を講ずることを命じることができる。 

２ 受注者は、前項の規定により違反を是正するために必要な措置を講ずることを命じら

れた場合には、速やかに是正の措置を講ずるものとし、区長は、当該措置について、区

長が定める期日までに、報告を求めることができる。 

 （公表） 
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第１５条 区長は、第８条の規定により公契約の解除をしたとき、又は公契約の終了後に

受注者がこの条例の規定に違反したことが判明したときは、その旨を区長が定めるとこ

ろにより公表することができる。 

２ 公表する事項及び方法は、規則で定める。 

   第５章 公契約等審議会 

 （公契約等審議会） 

第１６条 入札及び契約手続における公正性、透明性を確保し、この条例を適切に運用す

るため、区長の附属機関として足立区公契約等審議会（以下「公契約等審議会」という。）

を設置する。 

２ 公契約等審議会は、次に掲げる事項を所掌する。 

 （１） 入札及び契約手続の運用状況について、調査、審議すること。 

 （２） 入札及び契約手続に関する苦情申立てについて、調査、審議すること。 

 （３） 前２号のほか、この条例の運用状況、区の契約制度の適正なあり方について、

調査、審議すること。 

３ 公契約等審議会は、委員３人で組織する。 

４ 委員は、公正中立の立場で客観的に入札及び契約に関して審議及び調査を行うことが

できる学識経験を有する者のうちから、区長が委嘱する。 

５ 委員の任期は、２年とし、再任を妨げない。ただし、委員が欠けた場合における後任

委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

６ 前各項に定めるもののほか、公契約等審議会の組織及び運営に関し必要な事項は、規

則で定める。 

   第６章 補則 

 （指定管理者との協定） 

第１７条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第３項に規定する指定

管理者（以下「指定管理者」という。）と締結する公の施設の管理に関する協定で、規

則で定めるものについては、この条例の適用を受ける公契約とみなして、この規定を適

用する。 

 （委任） 

第１８条 この条例に定めるもののほか、必要な事項は、別に定める。 

   付 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、平成２６年４月１日（以下「施行日」という。）から施行する。ただし、

第１２条、第１６条及び付則第３項の規定は、平成２５年１１月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ 第６条から第１１条まで、第１３条及び第１４条の規定（第１７条の規定により適用

する場合を含む。）は、施行日以後に公告し、又は通知する工事、製造その他の請負の

契約及び同日以後に公募する指定管理者に係る公の施設の管理に関する協定について適

用する。 
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 （足立区附属機関の構成員の報酬および費用弁償に関する条例の一部改正） 

３ 足立区附属機関の構成員の報酬および費用弁償に関する条例（昭和３９年足立区条例

第１７号）の一部を次のように改正する。 

  別表区長の部に次のように加える。 

足立区労働報酬審議会 日額  ７，０００円 

足立区公契約等審議会 日額 ２１，０００円 
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足立区公契約条例施行規則 

 

 （趣旨） 

第１条 この規則は、足立区公契約条例（平成２５年足立区条例第４７号。以下「条例」

という。）の施行に関し、必要な事項を定めるものとする。 

 （定義） 

第２条 この規則において使用する用語の意義は、条例の例による。 

 （公契約の範囲） 

第３条 条例第６条第２号に規定する区長が別に定める契約とは、次に掲げるものとする。 

 （１） 庁舎その他施設（指定管理者による管理を行わないものに限る。以下同じ。）

における設備又は機器の運転又は管理の業務に関する契約 

 （２） 庁舎その他施設における電話交換、受付及び案内の業務に関する契約 

 （３） その他、条例の適用を受ける契約として区長が適当と認めるもの 

２ 前項第３号に該当する契約については、これを告示する。 

 （条例の規定の適用を受ける指定管理者との協定） 

第４条 条例第１７条に規定する条例の規定の適用を受ける指定管理者との協定は、別表

に掲げる条例で設置する公の施設に係る指定管理者との協定とする。 

 （台帳の作成及び報告） 

第５条 条例第７条第３号に規定する規則で定める台帳記載事項は、次に掲げる事項とす

る。 

 （１） 公契約（指定管理者との協定を含む。以下同じ。）の件名 

 （２） 公契約の履行開始日及び履行期限 

 （３） 受注者の氏名（法人その他の団体にあっては名称）、担当者氏名及び連絡先 

 （４） 受注関係者の氏名及び所在地（法人その他の団体にあっては名称及び代表者の

氏名並びに事務所の所在地）、担当者氏名及び連絡先 

 （５） 労働報酬下限額 

 （６） 公契約に係る業務に従事した時間数 

 （７） 労働報酬下限額に、次条に規定する算定労働時間数を乗じた基準額 

２ 台帳は、毎月作成しなければならない。 

 （算定労働時間数） 

第６条 前条第１項第７号の算定労働時間数とは、労働者等が公契約に係る業務に従事し

た時間数に、次に掲げる時間数を加えた時間数をいう。この場合において、合計した時

間数に１時間未満の端数を生じた場合は、その端数が３０分以上のときは１時間とし、

３０分未満のときは切り捨てる。 

 （１） １日について８時間を越えて従事した時間数に１００分の２５を乗じた時間 

 （２） 休日に従事した時間数に１００分の３５を乗じた時間数 

 （３） 午後１０時から翌日の午前５時までの間に従事した時間数に１００分の２５を

乗じた時間数 
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 （立入調査をする職員の証明書） 

第７条 条例第１３条第２項に規定する職員の身分を示す証明書は、別記様式とする。 

 （公表） 

第８条 条例第１５条第２項に規定する公表事項は、次に掲げるものとする。 

 （１） 公契約の件名及び締結日 

 （２） 受注者又は受注関係者の氏名及び所在地（法人その他の団体にあっては、名称

及び代表者の氏名並びに事務所の所在地） 

 （３） 公契約の解除をした場合は、その日及び理由 

 （４） 公契約の終了後に受注者及び受注関係者が条例の規定に違反したことが判明し

た場合は、その違反の内容及びそれに対する措置 

 （５） 前４号に掲げるもののほか、区長が必要と認める事項 

２ 公表は、区のホームページに掲載する方法により行うものとする。 

 （委任） 

第９条 この規則に定めるもののほか、必要な事項は、別に定める。 

   付 則（平成２６年２月２１日規則第６号） 

 この規則は、平成２６年４月１日から施行する。 

   付 則（平成２７年３月２日規則第９号） 

 この規則は、平成２７年４月１日から施行する。 

   付 則（平成２７年３月２７日規則第２８号） 

 この規則は、平成２７年４月１日から施行する。 

 

 

別表（第４条関係） 

足立区立公園条例（昭和３３年足立区条例第２号） 

足立区立図書館条例（昭和４４年足立区条例第１０号） 

足立区温水プール条例（昭和５３年足立区条例第６号） 

足立区総合スポーツセンター条例（昭和５３年足立区条例第５０号） 

足立区地域体育館条例（昭和５６年足立区条例第２５号） 

足立区東綾瀬公園温水プール条例（平成４年足立区条例第２９号） 

足立区立千寿本町小学校温水プール条例（平成４年足立区条例第５７号） 

足立区西新井文化ホール条例（平成５年足立区条例第５５号） 

足立区生涯学習センター条例（平成１２年足立区条例第６２号） 

足立区地域学習センター条例（平成１３年足立区条例第３４号） 

足立区文化芸術劇場条例（平成１５年足立区条例第５７号） 

足立区における保育の利用等に関する条例（平成２３年足立区条例第４号） 

足立区こども未来創造館条例（平成２４年足立区条例第３２号） 
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別記様式 
（表） 

第     号 

立 入 調 査 員 証 

                  職  名  
                  氏  名  
                  生年月日   年  月  日 

                  上記の者は、足立区公契約条例第１３条 
                 第１項及び第２項の規定により立入調査を 
                 行う職員であることを証明する。 
 
 
有効期限     年   月   日から 

          年   月   日まで 
 

足立区長             
 
 

（裏） 

足立区公契約条例（抜粋） 

（報告及び立入調査） 

第１３条 区長は、第１０条の規定による申出があったとき、又はこの

条例に定める事項の遵守状況を確認するため必要があると認めると

きは、受注者に対して報告を求め、又は区の職員に受注者の事業所等

へ立ち入り、労働者等の労働条件が分かる書類その他の物件を調査さ

せ、若しくは関係者に質問させることができる。 

２ 前項の規定により立入調査する職員は、その身分を示す証明書を携

帯し、関係者の請求があったときは、これを提示しなければならない。 

 
 

 
 
写 
真 

印 
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足立区労働報酬審議会規則 

 

 （趣旨） 

第１条 この規則は、足立区公契約条例（平成２５年足立区条例第４７号。以下「条例」

という。）第１２条第５項の規定に基づき、足立区労働報酬審議会（以下「審議会」と

いう。）の組織及び運営に関し必要な事項を定めるものとする。 

 （会長及び副会長） 

第２条 審議会に会長及び副会長を置く。 

２ 会長は、委員の互選により定め、副会長は、委員の中から会長が指名する。 

３ 会長は、審議会を代表し、審議会に関する会務を総理する。 

４ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき又は会長が欠けたときは、その職務

を代理する。 

 （諮問） 

第３条 区長は、条例第９条第２項の規定に基づき労働報酬下限額を定めようとするとき

は、審議会にこれを諮問する。 

２ 諮問は、審議会の調査、審議に必要な資料を添えて文書により行う。 

 （審議会の会議） 

第４条 審議会の会議は、会長が招集し、会長がその議長となる。 

２ 審議会の会議は、委員の過半数が出席し、かつ、事業者である委員、労働者である委

員及び学識経験者である委員のそれぞれ１人以上が出席しなければ、これを開くことが

できない。 

３ 審議会の議事は、出席委員の過半数をもって決し、可否同数のときは、議長の決する

ところによる。 

４ 審議会の会議は公開とする。ただし、足立区情報公開条例（平成１２年足立区条例第

９１号）第８条各号に掲げる情報に該当すると認められる事項を審議する場合にあって

は、審議会の議決により、非公開とすることができる。 

 （答申） 

第５条 審議会は、諮問された案件の調査、審議を終えたときは、遅滞なく答申書を作成

し、区長に提出することとする。 

 （守秘義務） 

第６条 審議会の委員は、その職務に関し知り得た秘密を漏らしてはならない。その職を

退いた後も同様とする。 

 （庶務） 

第７条 審議会の庶務は、総務部契約課において処理をする。 

 （委任） 

第８条 この規則に定めるもののほか、審議会の運営に関し必要な事項は、会長が審議会

に諮って定める。 
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   付 則 

１ この規則は、平成２５年１１月１５日から施行する。 

２ 条例第１２条第３項の規定により委員が委嘱された後最初に招集すべき審議会の会議

は、第４条第１項の規定にかかわらず、区長が招集する。 
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足立区公契約等審議会規則 

 

 （趣旨） 

第１条 この規則は、足立区公契約条例（平成２５年足立区条例第４７号。以下「条例」

という。）第１６条第６項の規定に基づき、足立区公契約等審議会（以下「審議会」と

いう。）の組織及び運営に関し必要な事項を定めるものとする。 

 （会長及び副会長） 

第２条 審議会に会長及び副会長を置く。 

２ 会長は、委員の互選により定め、副会長は、委員の中から会長が指名する。 

３ 会長は、審議会を代表し、審議会に関する会務を総理する。 

４ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき又は会長が欠けたときは、その職務

を代理する。 

 （審議会の会議） 

第３条 審議会の会議は、会長が招集し、会長がその議長となる。 

２ 審議会は、委員の２人以上の出席がなければ、会議を開くことができない。 

３ 審議会の議事は、出席委員の過半数をもって決し、可否同数のときは、議長の決する

ところによる。 

４ 審議会の会議は公開とする。ただし、足立区情報公開条例（平成１２年足立区条例第

９１号）第８条各号に掲げる情報に該当すると認められる事項を審議する場合にあって

は、審議会の議決により、非公開とすることができる。 

 （意見聴取） 

第４条 審議会は、必要があると認めるときは、関係人の出席を求め、その意見又は説明

を聴くことができる。 

 （報告） 

第５条 審議会は、所掌する事項の調査、審議を終えたときは、報告書を作成し、区長に

提出するものとする。 

 （守秘義務） 

第６条 審議会の委員は、その職務に関し知り得た秘密を漏らしてはならない。その職を

退いた後も同様とする。 

 (除斥) 

第７条 審議会の委員は、自己又は父母、祖父母、配偶者、子、孫若しくは兄弟姉妹の利

害に関係ある事案については、議事に加わることはできない。 

（庶務） 

第８条 審議会の庶務は、総務部契約課において処理をする。 

 （委任） 

第９条 この規則に定めるもののほか、審議会の運営に関し必要な事項は、会長が審議会

に諮って定める。 
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   付 則 

１ この規則は、平成２５年１１月１５日から施行する。 

２ 条例第１６条第４項の規定により委員が委嘱された後最初に招集すべき審議会の会議

は、第３条第１項の規定にかかわらず、区長が招集する。 
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公契約約款特約条項（工事請負契約） 

 
（労働報酬の支払） 

第１条 受注者及び受注関係者は、足立区公契約条例（平成 25 年足立区条例第 47 号。以

下「条例」という。）第２条第４号に規定する労働者等（以下「労働者等」という。）

に対し、条例第９条第１項に規定する額（以下「労働報酬下限額」という。）以上の賃

金等を支払わなければならない。 

（受注者の連帯責任） 

第２条 受注者は、受注関係者が労働者等に対して支払った賃金等が労働報酬下限額を下

回ったときは、当該賃金等と労働報酬下限額との差額に相当する額を当該受注関係者と

連帯して支払わなければならない。 

（台帳の整備等） 

第３条 受注者は、公契約に係る業務に従事する労働者等の氏名、職種、従事した時間そ

の他足立区公契約条例施行規則（平成 25 年足立区規則第 6 号）で定める事項を記載した

台帳（以下「台帳」という。）を作成し、公契約に係る業務が実施される作業場（以下

「作業場」という。）その他適当な場所に備えなければならない。 

２ 受注者は、台帳の記載事項を区長が指定する期日までに報告しなければならない。 

（労働者等への周知） 

第４条 受注者は、次に掲げる事項を作業場の見やすい場所に掲示し、若しくは備え付け、

又は書面を交付することにより労働者等に周知しなければならない。 

（１） 労働者等の範囲 

（２） 労働報酬下限額 

（３） 条例第１０条の規定による申出をする場合の申出先 

（報告及び立入検査） 

第５条 区長は、次の各号のいずれかに該当する場合は、受注者に対して報告を求め、又

は区の職員に受注者の事業所等へ立ち入り、労働者等の労働条件が分かる書類その他の

物件を調査させ、若しくは関係者に質問させることができる。 

（１） 労働者等から条例第１０条に規定による申出があったとき。 

（２） 条例に定める事項の遵守状況を確認するため必要があると認めるとき。 

（是正措置） 

第６条 区長は、前条の報告及び立入検査の結果、受注者又は受注関係者が条例の規定に

違反していると認めるときは、当該受注者に対して速やかに当該違反を是正するために

必要な措置を講ずることを命じることができる。 

２ 受注者は、前項の規定により違反を是正するために必要な措置を講ずることを命じら

れた場合には、速やかに是正の措置を講ずるとともに、区長が定める期日までに、報告

しなければならない。 

（公契約の解除） 

第７条 区長は、受注者又は受注関係者が次の各号の規定に該当するときは、契約を解除
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することができる。 

（１） 第５条の規定による報告をせず、若しくは虚偽の報告をし、又は同条の規定によ

る調査を拒み、妨げ、若しくは忌避し、若しくは質問に対して答弁せず、若しくは虚偽

の答弁をしたとき。 

（２） 前条第１項の規定による命令に従わないとき。 

（３） 前条第２項の規定による報告をせず、又は虚偽の報告をしたとき。 

（損害賠償） 

第８条 前条の規定による契約の解除により受注者に損害が生じても、区は、その損害を

賠償する責任を負わない。 

（違約金） 

第９条 区長は、第７条の規定により契約を解除したときは、違約金を徴収することがで

きる。この場合において、工事請負契約約款第４５条第２項及び第３項の規定を準用す

る。 

（受注者の責務） 

第１０条 受注者は、公契約を受注するものとして社会的な責任を自覚し、法令等を遵守

するとともに、条例第４条第１項に規定する区の施策に協力するよう努めなければなら

ない。 

２ 受注者は、労働者等の適正な労働条件の確保、労働環境の整備に努めなければならな

い。 

（不利益取扱いの禁止） 

第１１条 受注者及び受注関係者は、労働者等から賃金等に関する申出があった場合は、

誠実に対応するとともに、当該労働者等が当該申出をしたことを理由に、解雇、請負契

約の解除その他不利益な取扱いをしてはならない。 
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公契約約款特約条項（業務委託契約） 

 

（労働報酬の支払） 

第１条 受注者及び受注関係者は、足立区公契約条例（平成 25 年足立区条例第 47 号。以

下「条例」という。）第２条第４号に規定する労働者等（以下「労働者等」という。）

に対し、条例第９条第１項に規定する額（以下「労働報酬下限額」という。）以上の賃

金等を支払わなければならない。 

（受注者の連帯責任） 

第２条 受注者は、受注関係者が労働者等に対して支払った賃金等が労働報酬下限額を下

回ったときは、当該賃金等と労働報酬下限額との差額に相当する額を当該受注関係者と

連帯して支払わなければならない。 

（台帳の整備等） 

第３条 受注者は、公契約に係る業務に従事する労働者等の氏名、職種、従事した時間そ

の他足立区公契約条例施行規則（平成 25 年足立区規則第 6 号）で定める事項を記載した

台帳（以下「台帳」という。）を作成し、公契約に係る業務が実施される作業場（以下

「作業場」という。）その他適当な場所に備えなければならない。 

２ 受注者は、台帳の記載事項を区長が指定する期日までに報告しなければならない。 

（労働者等への周知） 

第４条 受注者は、次に掲げる事項を作業場の見やすい場所に掲示し、若しくは備え付け、

又は書面を交付することにより労働者等に周知しなければならない。 

（１） 労働者等の範囲 

（２） 労働報酬下限額 

（３） 条例第１０条の規定による申出をする場合の申出先 

（報告及び立入検査） 

第５条 区長は、次の各号のいずれかに該当する場合は、受注者に対して報告を求め、又

は区の職員に受注者の事業所等へ立ち入り、労働者等の労働条件が分かる書類その他の

物件を調査させ、若しくは関係者に質問させることができる。 

（１） 労働者等から条例第１０条に規定による申出があったとき。 

（２） 条例に定める事項の遵守状況を確認するため必要があると認めるとき。 

（是正措置） 

第６条 区長は、前条の報告及び立入検査の結果、受注者又は受注関係者が条例の規定に

違反していると認めるときは、当該受注者に対して速やかに当該違反を是正するために

必要な措置を講ずることを命じることができる。 

２ 受注者は、前項の規定により違反を是正するために必要な措置を講ずることを命じら

れた場合には、速やかに是正の措置を講ずるとともに、区長が定める期日までに、報告

しなければならない。 

（公契約の解除） 

第７条 区長は、受注者又は受注関係者が次の各号の規定に該当するときは、契約を解除
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することができる。 

（１） 第５条の規定による報告をせず、若しくは虚偽の報告をし、又は同条の規定に

よる調査を拒み、妨げ、若しくは忌避し、若しくは質問に対して答弁せず、若し

くは虚偽の答弁をしたとき。 

（２） 前条第１項の規定による命令に従わないとき。 

（３） 前条第２項の規定による報告をせず、又は虚偽の報告をしたとき。 

（損害賠償） 

第８条 前条の規定による契約の解除により受注者に損害が生じても、区は、その損害を

賠償する責任を負わない。 

（違約金） 

第９条 区長は、第７条の規定に違反し契約を解除したときは、違約金を徴収することが

できる。この場合において、委託契約約款第１３条第２項から第７項の規定を準用する。 

（受注者の責務） 

第１０条 受注者は、公契約を受注するものとして社会的な責任を自覚し、法令等を遵守

するとともに、条例第４条第１項に規定する区の施策に協力するよう努めなければなら

ない。 

２ 受注者は、労働者等の適正な労働条件の確保、労働環境の整備に努めなければならな

い。 

（不利益取扱いの禁止） 

第１１条 受注者及び受注関係者は、労働者等から賃金等に関する申出があった場合は、

誠実に対応するとともに、当該労働者等が当該申出をしたことを理由に、解雇、請負契

約の解除その他不利益な取扱いをしてはならない。 
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公契約約款特約条項（指定管理協定） 

 

（労働報酬の支払い） 

第１条 指定管理者（以下「受注者」という。）及び受注関係者は、足立区公契約条例（平

成 25 年足立区条例第 47 号。以下「条例」という。）第２条第４号に規定する労働者等

（以下「労働者等」という。）に対し、条例第９条第１項に規定する額（以下「労働報

酬下限額」という。）以上の賃金等を支払わなければならない。 

（受注者の連帯責任） 

第２条 受注者は、受注関係者が労働者等に対して支払った賃金等が労働報酬下限額を下

回ったときは、当該賃金等と労働報酬下限額との差額に相当する額を当該受注関係者と

連帯して支払わなければならない。 

（台帳の整備等） 

第３条 受注者は、公契約に係る業務に従事する労働者等の氏名、職種、従事した時間そ

の他足立区公契約条例施行規則（平成 25 年足立区規則第 6 号）で定める事項を記載した

台帳（以下「台帳」という。）を作成し、公契約に係る業務が実施される作業場（以下

「作業場」という。）その他適当な場所に備えなければならない。 

２ 受注者は、台帳の記載事項を区長が指定する期日までに報告しなければならない。 

（労働者等への周知） 

第４条 受注者は、次に掲げる事項を作業場の見やすい場所に掲示し、若しくは備え付け、

又は書面を交付することにより労働者等に周知しなければならない。 

（１） 労働者等の範囲 

（２） 労働報酬下限額 

（３） 条例第１０条の規定による申出をする場合の申出先 

（報告及び立入検査） 

第５条 区長は、次の各号のいずれかに該当する場合は、受注者に対して報告を求め、又

は区の職員に受注者の事業所等へ立ち入り、労働者等の労働条件が分かる書類その他の

物件を調査させ、若しくは関係者に質問させることができる。 

（１） 労働者等から条例第１０条に規定による申出があったとき。 

（２） 条例に定める事項の遵守状況を確認するため必要があると認めるとき。 

（是正措置） 

第６条 区長は、前条の報告及び立入検査の結果、受注者又は受注関係者が条例の規定に

違反していると認めるときは、当該受注者に対して速やかに当該違反を是正するために

必要な措置を講ずることを命じることができる。 

２ 受注者は、前項の規定により違反を是正するために必要な措置を講ずることを命じら

れた場合には、速やかに是正の措置を講ずるとともに、区長が定める期日までに、報告

しなければならない。 

（協定の解除等） 

第７条 区長は、受注者又は受注関係者が次の各号のいずれかに該当するときは、指定管
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理に係る協定を解除するとともに、指定管理者の指定を取り消し、又は期間を定めて管

理の業務の全部又は一部の停止を命ずることができる。 

（１） 第５条の規定による報告をせず、若しくは虚偽の報告をし、又は同条の規定によ

る調査を拒み、妨げ、若しくは忌避し、若しくは質問に対して答弁せず、若しくは虚偽

の答弁をしたとき。 

（２） 前条第１項の規定による命令に従わないとき。 

（３） 前条第２項の規定による報告をせず、又は虚偽の報告をしたとき。 

（損害賠償） 

第８条 前条の規定による指定の取り消し、又は管理の業務の全部又は一部の停止により

受注者に損害が生じても、区は、その損害を賠償する責任を負わない。 

（違約金） 

第９条 区長は、第７条の規定により指定管理に係る協定を解除するとともに、指定管理

者の指定を取り消したときは、違約金を徴収することができる。この場合において、○○

○の管理に関する基本協定書第○条(第○項)の規定を準用する。（※） 

（受注者の責務） 

第１０条 受注者は、公契約を受注するものとして社会的な責任を自覚し、法令等を遵守

するとともに、条例第４条第１項に規定する区の施策に協力するよう努めなければなら

ない。 

２ 受注者は、労働者等の適正な労働条件の確保、労働環境の整備に努めなければならな

い。 

（不利益取扱いの禁止） 

第１１条 受注者及び受注関係者は、労働者等から賃金等に関する申出があった場合は、

誠実に対応するとともに、当該労働者等が当該申出をしたことを理由に、解雇、請負契

約の解除その他不利益な取扱いをしてはならない。 

 

 

 

 

 

 

※ 第９条の指定の取消しによる違約金の規定については、基本協定書の内容により条文

が相違することがあります。上記の記載は参考例となります。 
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労働基準法（昭和二十二年四月七日法律第四十九号）（抜粋） 

 

（定義） 

第九条 この法律で「労働者」とは、職業の種類を問わず、事業又は事務所（以下「事業」

という。）に使用される者で、賃金を支払われる者をいう。 

 

第十一条 この法律で賃金とは、賃金、給料、手当、賞与その他名称の如何を問わず、労

働の対償として使用者が労働者に支払うすべてのものをいう。 

 

（時間外、休日及び深夜の割増賃金） 

第三十七条 使用者が、第三十三条又は前条第一項の規定により労働時間を延長し、又は

休日に労働させた場合においては、その時間又はその日の労働については、通常の労働

時間又は労働日の賃金の計算額の二割五分以上五割以下の範囲内でそれぞれ政令で定め

る率以上の率で計算した割増賃金を支払わなければならない。ただし、当該延長して労

働させた時間が一箇月について六十時間を超えた場合においては、その超えた時間の労

働については、通常の労働時間の賃金の計算額の五割以上の率で計算した割増賃金を支

払わなければならない。 

② 前項の政令は、労働者の福祉、時間外又は休日の労働の動向その他の事情を考慮して

定めるものとする。 

③ 使用者が、当該事業場に、労働者の過半数で組織する労働組合があるときはその労働

組合、労働者の過半数で組織する労働組合がないときは労働者の過半数を代表する者と

の書面による協定により、第一項ただし書の規定により割増賃金を支払うべき労働者に

対して、当該割増賃金の支払に代えて、通常の労働時間の賃金が支払われる休暇（第三

十九条の規定による有給休暇を除く。）を厚生労働省令で定めるところにより与えるこ

とを定めた場合において、当該労働者が当該休暇を取得したときは、当該労働者の同項

ただし書に規定する時間を超えた時間の労働のうち当該取得した休暇に対応するものと

して厚生労働省令で定める時間の労働については、同項ただし書の規定による割増賃金

を支払うことを要しない。 

④ 使用者が、午後十時から午前五時まで（厚生労働大臣が必要であると認める場合にお

いては、その定める地域又は期間については午後十一時から午前六時まで）の間におい

て労働させた場合においては、その時間の労働については、通常の労働時間の賃金の計

算額の二割五分以上の率で計算した割増賃金を支払わなければならない。 

⑤ 第一項及び前項の割増賃金の基礎となる賃金には、家族手当、通勤手当その他厚生労

働省令で定める賃金は算入しない。 
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労働基準法施行規則（昭和二十二年八月三十日号外厚生省令第二十三号）（抜粋） 

 

（深夜業の割増賃金） 

第二十条 法第三十三条又は法第三十六条第一項の規定によつて延長した労働時間が午後

十時から午前五時（厚生労働大臣が必要であると認める場合は、その定める地域又は期

間については午後十一時から午前六時）までの間に及ぶ場合においては、使用者はその

時間の労働については、第十九条第一項各号の金額にその労働時間数を乗じた金額の五

割以上（その時間の労働のうち、一箇月について六十時間を超える労働時間の延長に係

るものについては、七割五分以上）の率で計算した割増賃金を支払わなければならない。 

② 法第三十三条又は法第三十六条第一項の規定による休日の労働時間が午後十時から午

前五時（厚生労働大臣が必要であると認める場合は、その定める地域又は期間について

は午後十一時から午前六時）までの間に及ぶ場合においては、使用者はその時間の労働

については、前条第一項各号の金額にその労働時間数を乗じた金額の六割以上の率で計

算した割増賃金を支払わなければならない。 

 

（割増賃金の基礎となる賃金に算入しない賃金） 

第二十一条 法第三十七条第五項の規定によつて、家族手当及び通勤手当のほか、次に掲

げる賃金は、同条第一項及び第四項の割増賃金の基礎となる賃金には算入しない。 

一 別居手当 

二 子女教育手当 

三 住宅手当 

四 臨時に支払われた賃金 

五 一箇月を超える期間ごとに支払われる賃金 
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労働基準法第三十七条第一項の時間外及び休日の割増賃金に係る率の最低限度を定める 

政令〔平成六年一月四日政令第五号〕 

 

内閣は、労働基準法（昭和二十二年法律第四十九号）第三十七条第一項の規定に基づき、

この政令を制定する。 

労働基準法第三十七条第一項の政令で定める率は、同法第三十三条又は第三十六条第一

項の規定により延長した労働時間の労働については二割五分とし、これらの規定により労

働させた休日の労働については三割五分とする。 

 

附 則 

この政令は、平成六年四月一日から施行する。 

附 則〔平成一一年一月二九日政令第一六号〕 

この政令は、平成十一年四月一日から施行する。 

附 則〔平成一二年六月七日政令第三〇九号抄〕 

（施行期日） 

１ この政令は、内閣法の一部を改正する法律（平成十一年法律第八十八号）の施行の日

（平成十三年一月六日）から施行する。ただし、附則第三項の規定は、公布の日から施

行する。 
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最低賃金法（昭和三十四年四月十五日法律第百三十七号）（抜粋） 

 

（最低賃金の減額の特例） 

第七条 使用者が厚生労働省令で定めるところにより都道府県労働局長の許可を受けたと

きは、次に掲げる労働者については、当該最低賃金において定める最低賃金額から当該

最低賃金額に労働能力その他の事情を考慮して厚生労働省令で定める率を乗じて得た額

を減額した額により第四条の規定を適用する。 

一 精神又は身体の障害により著しく労働能力の低い者 

二 試の使用期間中の者 

三 職業能力開発促進法（昭和四十四年法律第六十四号）第二十四条第一項の認定を受

けて行われる職業訓練のうち職業に必要な基礎的な技能及びこれに関する知識を習得

させることを内容とするものを受ける者であつて厚生労働省令で定めるもの 

四 軽易な業務に従事する者その他の厚生労働省令で定める者 

 

 

 

最低賃金法施行規則（昭和三十四年七月十日労働省令第１６号）（抜粋） 

 

（最低賃金の減額の特例） 

第三条 法第七条第三号の厚生労働省令で定める者は、職業能力開発促進法施行規則（昭

和四十四年労働省令第二十四号）第九条に定める普通課程若しくは短期課程（職業に必

要な基礎的な技能及びこれに関する知識を習得させるためのものに限る。）の普通職業

訓練又は同条に定める専門課程の高度職業訓練を受ける者であつて、職業を転換するた

めに当該職業訓練を受けるもの以外のものとする。 

２ 法第七条第四号の厚生労働省令で定める者は、軽易な業務に従事する者及び断続的労

働に従事する者とする。ただし、軽易な業務に従事する者についての同条の許可は、当

該労働者の従事する業務が当該最低賃金の適用を受ける他の労働者の従事する業務と比

較して特に軽易な場合に限り、行うことができるものとする。 

第四条 法第七条の許可を受けようとする使用者は、許可申請書を当該事業場の所在地を

管轄する労働基準監督署長を経由して都道府県労働局長に提出しなければならない。 

２ 前項の許可申請書は、法第七条第一号の労働者については様式第一号、同条第二号の

労働者については様式第二号、同条第三号の労働者については様式第三号、前条第二項

の軽易な業務に従事する者については様式第四号、同項の断続的労働に従事する者につ

いては様式第五号によるものとする。 
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足立区職員の給与に関する条例（昭和五十年三月三十一日条例第十三号）（抜粋） 

 

（臨時職員の給与） 

第25条 臨時的に任用される職員の給与は、任命権者が職員の給与との均衡を考慮し、予

算の範囲内で人事委員会の承認を得て定める。 

２ 前項の職員に対しては、他の条例に別段の定めがない限り、前項に定める給与を除く

ほか、いかなる給与も支給しない。 

 

 

臨時職員取扱要綱（抜粋） 

 

（賃金） 
第１１条 賃金については時間給とし、予算の範囲内において支給する。ただし、１日を

単位として雇用された臨時職員の賃金については日額とする。 
２ １日を単位として雇用された臨時職員が、定められた勤務時間の一部について勤務し

なかったときは、賃金の日額を１日の勤務時間で除して得た額に勤務時間を乗じた賃金

を支給する。 
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地方自治法（昭和二十二年四月十七日法律第六十七号）（抜粋） 

 

（公の施設） 

第二百四十四条 普通地方公共団体は、住民の福祉を増進する目的をもつてその利用に供

するための施設（これを公の施設という。）を設けるものとする。 

２ 普通地方公共団体（次条第三項に規定する指定管理者を含む。次項において同じ。）

は、正当な理由がない限り、住民が公の施設を利用することを拒んではならない。 

３ 普通地方公共団体は、住民が公の施設を利用することについて、不当な差別的取扱

いをしてはならない。 

 

（公の施設の設置、管理及び廃止） 

第二百四十四条の二 普通地方公共団体は、法律又はこれに基づく政令に特別の定めがあ

るものを除くほか、公の施設の設置及びその管理に関する事項は、条例でこれを定め

なければならない。 

２ （省略） 

３ 普通地方公共団体は、公の施設の設置の目的を効果的に達成するため必要があると

認めるときは、条例の定めるところにより、法人その他の団体であつて当該普通地方

公共団体が指定するもの（以下本条及び第二百四十四条の四において「指定管理者」

という。）に、当該公の施設の管理を行わせることができる。 

４～９ （省略） 

１０ 普通地方公共団体の長又は委員会は、指定管理者の管理する公の施設の管理の適

正を期するため、指定管理者に対して、当該管理の業務又は経理の状況に関し報告を

求め、実地について調査し、又は必要な指示をすることができる。 

１１ 普通地方公共団体は、指定管理者が前項の指示に従わないときその他当該指定管

理者による管理を継続することが適当でないと認めるときは、その指定を取り消し、

又は期間を定めて管理の業務の全部又は一部の停止を命ずることができる。 

 

 




